
 



 



 



 



 

 



- 1 - 

〇本市で は、 平成２ ６ 年３ 月に「 名古屋市がめざ す大都市制度の基本的な 考え 方」 を

策定し 、 名古屋市の自立と 名古屋大都市圏の一体的な 発展に向け、 基本的な 方向性

と し て 、 圏域における 自治体連携の推進と 「 特別自治市」 制度の創設を 掲げて いる 。  
 

〇急速に人口減少や東京一極集中が進む中、 今後も 地方自治体が行政サービ ス を 安定

的に提供し 続ける ためには、 長年にわたる 画一的な 都道府県と 市町村によ る 二層制

から の脱却等、 効率的かつ効果的な地方行政体制を 確立し 、 大都市が圏域の核と な

る こ と が求めら れる 。  
 

〇国家戦略と し て 多極分散型社会の実現を 目指し 、 総務省に設置さ れた「 大都市にお

ける 行政課題への対応に関する ワーキン ググループ 」 における 特別市を 始めと する

大都市制度等の議論を 次期地方制度調査会の調査審議に繋げ、 特別市の法制化に向

けた議論を 進める こ と が必要である 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当： 総務局 大都市・ 広域行政推進課 
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〇本市において は、 ふる さ と 納税の拡大や法人住民税の一部国税化に伴う 減収が深刻

な 状況にある 中、 子ど も ・ 子育て 政策の強化、 防災・ 減災対策、 地域社会のデジ タ

ル化や脱炭素社会の実現に向けた取組みな ど さ ま ざ ま な 財政需要を 抱え て おり 、 厳

し い財政運営を 強いら れている 。  
 

〇各省庁が所管する 国庫支出金について は、 かねて よ り 財政力指数に基づく 交付額の

割り 落と し が行われて おり 、 近年では、 物価高騰に対応する た めの臨時交付金にお

いてさ え同様の不合理な取扱いがなさ れている 。  
 

〇地方交付税制度によ っ て 地方自治体間の財源の不均衡を 調整し て いる にも かかわら

ず、 財政力指数に基づき 国庫支出金を 割り 落と すこ と は、 地方交付税によ る 財源調

整に加えた「 二重の調整」 である 。  
 

〇国の制度改正によ る 歳入減や地方負担増を 交付税措置で 対応する こ と は、 不交付団

体にと っ て国から の財政負担の転嫁でし かない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

担当： 財政局 財政課 
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〇ふる さ と 納税は、 生ま れ育っ た ふる さ と や応援し たい地方公共団体に対し て 、 税制

を 通じ て 貢献する と いう 趣旨のも と 創設さ れた制度で ある が、 返礼品を 目的と し た

寄附の増加によ り 、 特に都市部において税収減が深刻な課題と なっ ている 。  
 

〇本市において も 、 寄附金税額控除額は令和７ 年度予算で １ ９ ０ 億円余と な っ て おり 、

財政運営に与える 影響は看過でき る 状況にない。  
 

〇特例控除額が所得割額の２ 割と いう 定率の上限のみで は、 寄附金税額控除の上限額

が所得に比例し て 高く な り 、 返礼品と の組み合わせによ り 、 高所得者ほど 大き な 節

税効果が生じ ている 。  
 

〇ふる さ と 納税ワン ス ト ッ プ 特例制度は、 所得税控除相当額を 個人住民税から 控除す

る と いう 仕組みによ り 、 本来国が負担すべき 税収減を 地方公共団体に転嫁する 不合

理な制度と な っ て おり 、 本市において は令和６ 年度決算で １ ０ 億円余も の減収が生

じ る 見込みである 。  
 

〇申告手続の簡素化ま で の特例的な 仕組みと し て 導入さ れたにも かかわら ず、 令和３

年分の確定申告から マ イ ナポータ ルを 活用し た新し い申告方法が開始さ れた後も 何

ら 見直し がさ れていない。  
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担当： 財政局 財政課/税制課 
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〇第２ ０ 回ア ジ ア 競技大会及び第５ 回ア ジ ア パラ 競技大会は、 ア ジ ア 最大のス ポーツ

の祭典で あり 、 ス ポーツ の振興はも と よ り 、 国際交流や産業技術、 文化等各方面に

わたり 、 日本全国に大き な 波及効果を も たら すと と も に、 多様性を 尊重し 合う 共生

社会の実現にも 大き く 寄与する 大会である 。  
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〇競技会場設営・ 運営業務の発注、 選手団宿泊拠点に関する 具体的な 検討な ど 、 両大

会の本格的な 準備が始ま る 中、 令和７ 年６ 月に閣議決定さ れた 経済財政運営と 改革

の基本方針２ ０ ２ ５ （ 骨太の方針） において 、 両大会の意義等を 踏ま え た各般の開

催支援に取り 組むと さ れたこ と 、 並びにス ポーツ 基本法が改正さ れた こ と を 踏ま え、

愛知・ 名古屋大会の成功に向けて オールジ ャ パン で 推進し て いく ため、 国と し て 次

の支援を する こ と が必要である 。  

〇本市及び愛知県は開催都市と し て 、 簡素で 質素かつ機能的で合理的な 大会と な る よ

う 取り 組んで いく が、 競技会場の整備・ 改修や大会の準備・ 運営、 輸送対策には多

額の経費を 要し 、 建設資材や人件費の高騰、 歴史的な 円安な ど 一地域で は如何と も

し 難い社会経済状況の変動等によ り 、 大会経費が厳し い状況にある こ と から 、 大会

経費の確保に向けた国の支援が必要である 。  

〇両大会を 成功に導く ためには、 国と のさ ら な る 連携強化が必要で あり 、 組織委員会

に対し 、 国職員等を 派遣する と と も に、 関係省庁における 各種手続や認定等、 国を

あげた連携・ 支援体制を 構築する こ と が必要である 。  

〇ロ サン ゼルス ２ ０ ２ ８ オリ ン ピ ッ ク ・ パラ リ ン ピ ッ ク も 見据え 、 両大会で 日本人選

手が活躍で き る よ う 必要な 予算を 確保し 、 選手育成に努める と と も に、 大規模国際

ス ポーツ 大会の実施及び運営に係る 専門人材の育成・ 確保に努める こ と が必要で あ

る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当： 総務局 ア ジ ア・ ア ジ ア パラ 競技大会推進課 
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〇リ ニ ア 中央新幹線の開業によ る 「 日本中央回廊」 の形成がも た ら す効果を 最大限に

発揮さ せる ためには、 名古屋駅の乗換利便性の向上や都市機能強化が必要である 。  
 

〇本市で は、 名古屋駅東側・ 西側駅前広場や東西通路な ど の整備、 名古屋駅周辺地下

公共空間整備など の歩行者ア ク セスの改善を 進めて いる 。 ま た 、 名鉄名古屋駅再開

発計画な ど の民間プ ロ ジ ェ ク ト と の連携や支援な ど 、 都市機能の強化や防災性の高

い空間の確保など にも 鋭意取り 組んでいる 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当： 住宅都市局 都心ま ち づく り 課/リ ニア 関連・ 名駅周辺開発推進課/名駅タ ーミ ナル整備課 
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〇名古屋高速道路の名古屋駅周辺の出口は、 栄・ 伏見地区を 向いた配置で あり 、 名古

屋駅へ向かう にはＵ タ ーン や迂回を 伴う 利用と な っ て いる 。 ま た、 都心環状線の合

流部で は朝夕を 中心に渋滞が発生し て おり 、 今後も 再開発の進展によ り さ ら な る 交

通量の増大が見込ま れている 。  
 

〇リ ニ ア 中央新幹線の速達性の効果を 広域的に波及さ せる ためには、 名古屋高速道路

の新黄金出入口、 新洲崎出入口、 栄出入口及び丸田町Ｊ Ｃ Ｔ 西渡り 線・ 南渡り 線を

早期に整備する こ と で 、 名古屋駅と 高速道路と のア ク セス 性を 向上さ せる こ と が必

要不可欠である 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

担当： 住宅都市局 街路計画課 
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〇国において は、 「 防災・ 減災、 国土強靱化のための５ か年加速化対策」 に続く 「 国

土強靱化実施中期計画」 に 基づき 、 切迫する 大規模自然災害から 国民の生命・ 財

産・ 暮ら し を 守る ため、 ハード ・ ソ フ ト 両面から のさ ら なる 取組みが求めら れる 。  
 
〇本市において は、 国土強靱化基本法に基づく 「 名古屋市地域強靱化計画」 のア ク シ

ョ ン プ ラ ン と し て 、 令和６ 年度から の５ か年を 計画期間と する 「 名古屋市災害対策

実施計画」 を 策定し 、 防災・ 減災対策を 迅速かつ着実に推進し て いる と こ ろ で ある 。  
 
〇南海ト ラ フ 地震の発生可能性が年々高ま り つつある 中、 救助や避難の円滑化、 ラ イ

フ ラ イ ン の確保な ど のため、 道路、 河川、 公園等の都市イ ン フ ラ の防災機能を 強化

し ていく 必要がある と と も に、 令和６ 年能登半島地震において 上下水道施設が被災

し 、 市民生活等への影響が広範囲かつ長時間に及んだこ と を 踏ま え 、 上下水道一体

と なっ た耐震対策が求めら れて おり 、 人件費や資材価格高騰な ど の近年の社会情勢

を 反映し た確実な財源の確保が課題と なっ ている 。  
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担当： 防災危機管理局 防災企画課 

住宅都市局 住宅整備課/耐震化支援課/名港開発振興課 
緑政土木局 道路建設課/橋梁施設課/河川工務課/緑地事業課 
上下水道局 下水道計画課/水道計画課 

■計画の目的（ 計画年度 令和６ 年度～令和 1 0 年度）  

市民の防災意識の現状、 社会情勢の変化、 関係法令の改正な ど 近年の潮流・ 課題を 捉え な が

ら 、 「 防災の日常化によ る 災害に強いま ち づく り 」 を 念頭に、 本市の災害対策を ハード ・ ソ フ

ト 両面から 総合的かつ計画的に推進する ため、 新たな災害対策実施計画を 策定 

 

 

■計画目標（ 関連部分）   

主  な  指  標 
現 状  

（ 令和 5 年度末）  

目 標  

（ 令和 1 0 年度末）  

耐震補強完了橋り ょ う 数 事業中 5 橋 1 7 橋 

耐震改築完了橋り ょ う 数 事業中 3 橋   3 橋 

緊急輸送道路における電線類の地中化着手延長（ 累計）  9 5 .9 ㎞ 1 0 7 .4 ㎞ 

緊急輸送道路等の事業実施延長 1 1 .2 ㎞ 1 3 .5 ㎞（ 累計）  

避難地と し て 計画さ れた公園（ １ ８ ６ 公園）  

の整備済み箇所数（ 累計）  

事業実施１ ０ 公園 

完了１ ６ ３ 公園 

事業実施１ ２ 公園 

（ 令和 6 ～1 0 年度）  

完了１ ６ ５ 公園 

「 名古屋市上下水道経営プ ラ ン 2 0 2 8 」 におけ

る 配水管の耐震化延長 

5 1 0 km  

（ 令和元～5 年度）  

5 1 0 km  

（ 令和 6 ～1 0 年度）  

「 名古屋市上下水道経営プ ラ ン 2 0 2 8 」 におけ

る 下水管の耐震化延長 

2 2 5 km  

（ 令和元～5 年度）  

2 2 5 km  

（ 令和 6 ～1 0 年度）  

「 名古屋市建築物耐震改修促進計画 2 0 3 0 」 に

おける 住宅の耐震化率 

9 2 %  

（ 令和 2 年度末）  

9 7 %  

（ 令和 1 2 年度末）  

 

名古屋市災害対策実施計画（ 令和６ 年 3 月策定）  
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〇国・ 県・ 市で は、 こ れま で も 河川改修を 進める こ と で 治水安全度の向上を 図っ てき

たが、 近年、 頻発化・ 激甚化する 豪雨に対し 、 「 流域治水」 の考え 方に基づく 、 事

前防災・ 減災対策の加速化が求めら れている 。  
 

〇本市において は、 令和元年度に改定し た「 名古屋市総合排水計画」 に基づき 、 大雨

によ る 浸水被害を 防止・ 軽減する ため、 河川・ 下水道が連携し た施設整備を 着実に

進める こ と が重要である 。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

担当： 防災危機管理局 防災企画課     
緑政土木局 河川計画課/河川工務課 

                                                       上下水道局 下水道計画課 
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〇本市の保有する 道路・ 河川・ 公園な ど の公共土木施設は昭和３ ０ 年代から 、 学校・

市営住宅な ど の市設建築物は昭和４ ０ 年代から ６ ０ 年代を 中心に、 集中的に整備さ

れてき て おり 、 経過年数の増加に伴う 修繕、 改修、 改築な ど が必要と な る 施設の増

加が見込ま れている 。  
 

〇今後も 人口減少や人口構造の変化な ど を 踏ま え て 、 公共土木施設を 健全な 状態に保

ち 、 安心・ 安全で 適切な サービ ス を 継続的に提供し て いく ためには、 施設の長寿命

化によ る 経費の抑制と 平準化を 図る 必要がある 。  
 

〇義務教育施設について 、 本市において は、 築４ ０ 年を 経過し た 校舎等が７ 割を 超え

て おり 、 「 名古屋市学校施設リ フ レ ッ シ ュ プ ラ ン 」 に基づき 、 経費の抑制と 平準化

を 図り つつ、 施設の長寿命化に取り 組むと と も に、 ト イ レ 改修や空調設備の整備等

によ り 、 安心・ 安全・ 快適な教育環境の確保に努めている 。  
 

〇市営住宅に ついて は、 築４ ０ 年を 経過し た 住宅の管理戸数が６ 割を 超え て おり 、

「 名古屋市営住宅等ア セッ ト マ ネジ メ ン ト 実施方針」 に基づき 、 持続可能で 安定的

な管理運営を 行う と と も に、 住宅スト ッ ク の長寿命化を 進めている 。  

 

 
担当： 住宅都市局 住宅管理課 

緑政土木局 道路維持課/橋梁施設課/河川工務課/緑地維持課 
                              教育委員会事務局 教育環境整備課/学校施設課 
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〇現在、 国において 令和８ 年度中の防災庁設置に向けた検討が進めら れて いる が、 中

枢管理機能が集中する 首都圏において は、 首都直下地震によ り 機能不全と な る おそ

れがあり 、 地方へのリ ス ク 分散、 地域主体の官民連携が必要である 。  
 
〇名古屋を 中核と し た当地域で は、 産業集積地と し て わが国の産業と 経済を 牽引する

中で、「 あいち ・ なご や強靱化共創セン タ ー」 を 設置し 、 全国に先駆けて 、 産学官に

よ り 戦略的に強靱化の取組みを 推進し て いる 。 ま た、 こ の地域有数の官庁街である

本市三の丸地区は、 良好な 地盤で ある 熱田台地に位置する ため、 首都直下地震時に

は首都圏を バッ ク ア ッ プ し 、 南海ト ラ フ 地震時にも 現地対策本部と し ての役割を 果

たし 得る こ と な ど を 踏ま え 、 首都圏に加え 、 本市域に防災庁の拠点を 設置する こ と

が必要で ある 。  
 
〇令和６ 年能登半島地震における 課題を 踏ま え た避難所の生活環境の整備に当たっ て

は、 国において 取組みの優先順位に関する 考え 方が示さ れな い中で 、 地域住民や関

係者等の調整に時間を 要し て おり 、 拙速には進めら れな いこ と から 、 単年度の措置

ではな く 、 十分な 調整期間を 考慮し た継続的な 財政措置が求めら れて いる 。  
 
〇本市において は、 平成２ ９ 年度から 感震ブ レ ーカ ー（ 分電盤タ イ プ ） の設置費用に

係る 助成を 開始し 、 令和６ 年度から は新たに市内の「 主な木造住宅密集地域」 を 重

点地域と し て 位置付け、 簡易タ イ プ について も 助成の対象と し たと こ ろ で ある が、

十分な 普及には至っ ていない。  
 
〇本市において は、 下水道基幹施設の耐水化と し て 、 河川の氾濫な ど の浸水に備え た

出入口部への止水板の設置や、 長時間停電に備え た非常用電源の確保と し て 、 燃料

備蓄タ ン ク の増設等を 進めて いる が、 こ れら の対策は大規模災害の発生に備えて 着

実に進める 必要がある 。  
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〇令和６ 年度における 感震ブ レ ーカ ー設置促進に係る 主な 取組み 

 重点地域全世帯（ 約３ ３ ， ０ ０ ０ 世帯）

に、 啓発資料を 送付。 簡易タ イ プ の助成

に当たっ て は、希望する 高齢者のみ世帯

等に無償の取付助成を 実施。  

 
地域の夏祭り や防災イ ベ ン ト 等で のブ

ース 出展や地域の各種団体等への説明、

戸別訪問によ る 集中的な啓発を 実施。  

 

 

 

 

 担当： 防災危機管理局 防災企画課/地域防災課 
                                             上下水道局 下水道計画課 

〇避難生活における 良好な生活環境のさ ら なる 確保に向けて 

  

  

ト イ レ ト レ ーラ ー           快適ト イ レ  キッ チ ン カ ー 

  

  

段ボールベッ ド            パーテ ィ シ ョ ン  仮設入浴設備 

 集中的な取組みにも かかわら ず、 助成実績は約２ ， ４ ０ ０ 世帯に留ま っ た  

避難所の生活環境の抜本的な改善を 図る べく  

継続的な国の支援が必要 

ト イ レ の確保・ 管理 食事の質の確保 

生活空間の確保 生活用水の確保 
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〇令和７ 年１ 月に埼玉県八潮市で 発生し た道路陥没事故で は、 １ 人の人命が失われる

と と も に、 １ ２ ０ 万人に下水道の使用自粛が求めら れる な ど 、 甚大な 影響が生じ た。

ま た、 水道において も 全国的に水道管の破裂が頻発し 断水被害や浸水等の２ 次被害

が生ずる など、 上下水道施設の老朽化対策が喫緊の課題と なっ ている 。  
 

○「 国土強靱化実施中期計画」 において も 、 上下水道施設の老朽化対策が「 推進が特

に必要と なる 施策」 に位置付けら れたと こ ろ である 。  
 

〇本市の上下水道施設は、 １ １ ０ 年以上にわた り 市民生活や社会経済活動を 支え てき

たが、 その多く は昭和４ ０ ～５ ０ 年代に整備さ れ、 今後一斉に改築・ 更新時期を 迎

え る 。 一方で 、 昨今の料金収入の減少や物価高騰の影響な ど 、 厳し い財政状況にお

いては、 その財源確保が大き な 課題と な っ て いる 。 加え て 、 持続可能な 上下水道事

業を 実現する ためには、 老朽化施設の改築に併せて 施設の機能向上改築を 行う こ と

で、 よ り 一層効率的かつ効果的な事業運営が求めら れている 。  
 

○水道施設は老朽化が加速度的に進行し ている と と も に、 将来の人口や水需要の減少、

維持管理する 担い手の減少な ど を 考慮する と 施設規模が過大と なる 可能性がある 。

そのた め、 改築に併せて 施設規模の適正化（ ダウン サイ ジ ン グ） を 図る こ と で 、 ラ

ン ニン グコ ス ト の縮減や堅実な 維持管理が可能と な り 、 経営基盤が強化さ れ、 持続

可能な水道システ ムの構築につながる 。  
 

〇本市で は、 市域中南部の下水道施設において 、 ４ 処理区を １ 処理区へ集約し 広域化

を 行う と と も に、 適切な 規模や機能を 備え た施設に再構築（ フ ルモ デルチ ェ ン ジ ）

する 事業に取り 組むこ と と し て いる 。 こ う し た再構築事業は、 平常時における 下水

道サービ ス の維持・ 向上を 図る 「 持続」 に加え 、 広域化や施設規模の適正化、 並び

に強靱化・ 脱炭素化な ど の「 進化」 に同時に取り 組み、 各施策を 横断的に推進する

こ と が可能な 事業で ある が、 長期間にわたり 多大な 事業費を 要する こ と が懸念さ れ

ている 。  
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担当： 上下水道局 下水道計画課/水道計画課 

  

 

水道基幹施設の機能向上改築 

 

老朽化対策に併せた下水道のフ ルモデルチェ ン ジ（ 中南部グループ ）  

 

  

管路の機能向上改築 

  

  ●  

  

  

  

  

  

  

  

  

合流式下水道管の機能向上改築 

● 下水道管の能力増強 ● 配水管の耐震化 

耐震性向上 

耐震性向上 
雨水排除機能の向上 

● 施設規模の適正化 
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〇不登校児童生徒数が全国的に増加傾向にある 中、 国が策定し た 「 誰一人取り 残さ れ

な い学びの保障に向けた不登校対策（ Ｃ Ｏ Ｃ Ｏ Ｌ Ｏ プ ラ ン ） 」 において 、 不登校の

児童生徒全て の学びの場を 確保し 、 学びたいと 思っ た時に学べる 環境を 整え る こ と

が示さ れた。  
 
〇こ れを 受けて 本市で は、 中学校に続き 小学校への教室以外の居場所づく り を 推進す

る と と も に、 学びの多様化学校の調査研究を 実施し て いる ほか、 フ リ ース ク ール等

と の連携を 進めている 。  

〇フ リ ースク ール等の学校以外の民間施設に通う 児童生徒及び民間施設への支援につ

いて、 統一的な見解や財政措置を 早急に検討し 、 必要な措置を 講ずる べき である 。  
 
〇不登校児童生徒の増加を 踏ま え 、 校内教育支援セ ン タ ーのさ ら な る 設置促進のため、

支援員の人件費を 始めと する セ ン タ ーの設置・ 運営に係る 補助制度のよ り 一層の充

実が必要である 。  
 
〇学びの多様化学校において 不登校児童生徒等の学習状況にあわせた少人数指導や習

熟度別指導、 個々の児童生徒の実態に即し た支援を 可能と する 定数措置等、 人員面

での支援策を 講ずる べき である 。  
 
〇各自治体において 不登校児童生徒の実態に配慮し た教育環境を 迅速に整備する 観点

から 、 学びの多様化学校の指定に係る 申請手続の縮減を 図る と と も に、 特別の教育

課程について も 、 教育委員会の支援の下、 学校長が責任者と な っ て 編成で き る よ う 、

制度を 見直すべき である 。  

 

 

 

 

担当： 教育委員会事務局 新し い学校づく り 推進課 
子ど も 青少年局 子ど も 未来企画課 
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〇本市で は、 さ ま ざ ま な 悩みや心配を 抱える 子ど も や親を 総合的に支援する た め、 ス

ク ールカ ウン セラ ー等の専門職員を 常勤職員と し て 採用し 、 子ど も の将来の針路を

応援する 「 な ご や子ど も 応援委員会」 を 運営し て おり 、 学校と と も に、 問題の未然

防止、 早期発見や個別支援を 行い、 子ど も たち を 支援する 体制づく り を 推進し て い

る 。  
 

〇本市の中学校で は、 夜間中学を 除く 全校において 常勤のス ク ールカ ウン セラ ーを 配

置し 、 ま た、 小学校について も 、 非常勤ス ク ールカ ウン セラ ーの配置時間を 拡充し

つつ対応し て いる と こ ろ で ある が、 国庫補助額が実態に見合っ たも のと はな っ て い

ない。  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当： 教育委員会事務局 子ど も 応援課 

 

➣

( 人)  ( 件)  
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〇本市で は、 児童発達支援セン タ ーを 市内８ か所に設置する と と も に、 そのう ち ５ か

所において は、 発達相談・ 診察・ 発達支援な ど 、 一人ひと り のニーズに応じ た支援

が可能と なる よ う 、 診療所を 併設し た地域療育セン タ ーと し て運営を 行っ ている 。  
 

〇近年の発達障害の認知の高ま り な ど を 受け、 早期子ど も 発達支援のニ ーズが増加す 

る 一方、 専門医の不足等から 、 医療機関で 初診を 受けら れる ま での期間が長期化し

ている 。  

〇子ど も 一人ひと り のニ ーズに応じ 、 心理担当職員・ 理学療法士・ 作業療法士な ど さ

ま ざ ま な 専門職がチ ームと し て 支援する 必要がある 中、 地域障害児支援体制強化事

業及び中核機能強化加算が実態に見合っ て おら ず、 補助基準額の増額が必要で ある 。  
 

〇本市を 始め大都市では、 人口規模に応じ て セン タ ーを 複数設置する 必要がある ため、

発達障害専門医療機関初診待機解消事業の補助基準額は、 一律の額で はな く 、 設置

数に応じ て算定すべき である 。  
 

〇発達相談・ 診察・ 発達支援な ど 、 一人ひと り のニ ーズに応じ た 支援を する ためには、

診療所を セン タ ーに併設し 、 一体的に運営する こ と が効果的で ある た め、 診療所の

整備に対し ても 財政措置が必要である 。  
 

〇本市で は、 令和５ 年度に 名古屋市立大学に 「 こ こ ろ の発達医学寄附講座」 を 設置 

し 、 地域で 発達障害の診療を 担う 人材育成な ど を 進めて いる と こ ろ で あ る 。 こ う  

し た取組みを 進める に当たり 、 発達障害診療はラ イ フ ス テ ージ に沿っ た長期の関わ

り と な る こ と を 踏ま え 、 切れ目のない診療を 地域全体で 推進する ため、 現行４ 年を

限度と する 小児特定疾患カ ウン セリ ン グ料の加算算定期間を 拡充すべき である 。  

 

 

 

担当： 子ど も 青少年局 子ど も 福祉課 
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〇子ど も の虐待死や自死に至る よ う な 悲し い事件が二度と 起き な い、 一人の子ど も も

死なせな いま ち の実現のためには、 子ど も や家庭に身近な 学校等の関係機関と 連携

し ながら 早期にリ ス ク 及び支援ニ ーズを 把握し 、 必要な 支援を 実施し て いく 必要が

ある 。  
 

〇潜在的に支援が必要な 子ど も や家庭を 早期に把握し 、 関係機関が連携し て 適切な支

援につな げて いく には、 学齢期の子ど も に対する 学校と の連携強化が不可欠で ある

ため、 本市で は、 保健と 福祉の連携に教育を 加え 、 一体的支援を 目指す名古屋版こ

ど も 家庭セン タ ーを 順次設置し て いる が、 子ど も の個人情報の取扱いや共有する 情

報の充実が課題と なっ ている 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当： 子ど も 青少年局 子ど も 福祉課 

○区役所はスク リ ーニン グに参加し 、 心配な子ども や家庭について学校と 一緒に対応を 検討し 、 積極的に連携・ 協働し ながら 福祉的支援を 行う 。

○こ ども 家庭センタ ーは、 妊娠期から 学齢期までの子ども や家庭を対象に、 福祉・ 保健・ 教育の各分野と 連携し た支援を行う 役割を担う 。

○児童福祉法改正に伴い令和６ 年４ 月から 区役所・ 支所を「 こ ども 家庭センタ ー」 と 順次位置付ける 。

（ 名古屋版） こ ども 家庭センタ ー ～福祉・ 保健・ 教育のさ ら なる連携～

統括支援員
（ 課長補佐級） 順次配置

区・ 支所（ 民生子ども 課等）保健センタ ー（ 保健予防課）

合同ミ ーティ ング等

統括支援員が中心と なっ て
保健と 福祉双方の観点から

把握・ 検討・ 対応

保健師 等

統括支援員

小・ 中学校（ ・ 高校）

校内チーム会議

福祉的側面を踏まえ検討・ 対応

教職員

学校福祉専門員

統括支援員

児童福祉司等

応援委員会SSW・ SC

子ども応援

委員会

児童相談所

情報共有・ 通告 見守り ・ 支援の協働

児童福祉司等

併任SSW

こ ども 家庭セン タ ー
センタ ー長（ 区長）

兼務

新たな福祉・ 教育連携の仕組み

ハイ リ スク ケースは要対協によ り 連携

妊婦面談

新生児訪問

健康診査

気にな る

子ど も ・ 家庭

スク リ ーニン グ

児童・ 生徒指導

気にな る

子ど も ・ 家庭

【 要対協調整機関】

・ 育児困難

・ 親のメ ンタ ル不調

・ 多胎多産 等

・ ネグレク ト

・ 経済的困窮 等
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〇本市で は、 ナゴ ヤ・ ス ク ール・ イ ノ ベーシ ョ ン 事業において推進し て き た「 子ど も

中心の学び」 を 進める 授業改善等の実践を も と に、 令和５ 年度に本市の目指す学び

の考えを 明確にする 「 ナゴ ヤ学びのコ ン パス」 を 策定し た。  
 

〇「 ナゴ ヤ学びのコ ン パス 」 の実現に向け、 ゆる やかな 協働性の中で 自律し て 学び続

ける 子ど も を 育むため、 大人が子ど も に伴走し 、 「 子ど も 中心の学び」 を 進める 学

校づく り を 推進し ている 。  

〇ナゴ ヤ・ ス ク ール・ イ ノ ベーシ ョ ン 事業は、 全国の公教育への展開も 期待さ れる 先

駆的事業で ある こ と から 、 今後も 外部講師の活用や先進事例の調査研究等、 授業改

善を 継続的に実践し 、 本市の事業を モ デルと し た 事業が全国的に展開さ れ、 安定的

な運営が図ら れる ために必要な財政措置を 講ずる べき である 。  
 

〇新築等の校舎について 、 従来の施設空間に捉われな い「 学び」 や「 遊び」 に必要な

施設空間に対する 補助面積の加算や学びの場の質的向上を 図る ための補助単価の加

算等、 国が推進する 「 新し い時代の学びを 実現する ための学校施設」 の整備に対す

る 補助基準の拡充が必要である 。  

 

 

 

 

 

 
 

担当： 教育委員会事務局 新し い学校づく り 推進課/教育環境整備課 
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〇義務教育諸学校を と り ま く 環境の変化によ り 、 不登校やいじ めと いっ た多様化・ 複

雑化し た課題への対応な ど 、 教員に求めら れる 役割が増加し て いる 。 一方で 、 教員

の働き 方改革や小学校統合など は今後も 加速化し ていく 必要がある 。  
 

〇「 チ ーム学校」 の考え の下、 教師が教師で な ければで き な い業務に集中で き る よ う

にする ため、 ま た 、 多様な 専門性を 有する ス タ ッ フ がチ ームで 子ど も たち に関わる

こ と によ り 教育の質を 向上さ せる ため、 部活動指導員、 教員業務支援員等の配置充

実がなさ れてき た。  
 

〇今後も 、 学校における 働き 方改革と 教育の質の向上に向けて、 支援ス タ ッ フ のさ ら

な る 配置充実が必要で ある が、 補助単価が地域別最低賃金を 下回っ て いる 、 外部委

託事業は補助対象外である など 、 補助制度が実態に即し たも のと なっ ていない。  

 

 

 

担当： 教育委員会事務局 教職員課/義務教育課/部活動振興課 
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〇教育の高度化や教職員の働き 方改革な ど を 目的と し て 、 令和１ １ 年度ま で にパブ リ

ッ ク ク ラ ウド 環境を 前提と し た 校務Ｄ Ｘ 環境を 整備する こ と が求めら れて いる が、

校務Ｄ Ｘ 環境の運用保守には、 パブ リ ッ ク ク ラ ウド 環境を 前提と し た 校務支援シ ス

テ ムの活用や必要な セキュ リ テ ィ 対策等、 従来の環境と 比較し て新た に恒常的な 費

用負担が生じ 、 各地方公共団体の財政負担が増大し ている 。  
 

〇補助制度創設前に締結し た契約に基づく 支払いについて は一律に補助の対象外と さ

れている が、 校務Ｄ Ｘ に関し て は、 国は令和５ 年３ 月には具体的な 方針を 示し つつ

整備を 推進し ていたこ と を 踏ま え 、 こ の間に締結し た契約について は補助制度創設

前に締結し たも のであっ ても 補助の対象と すべき である 。   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
          

 
 

担当： 教育委員会事務局 教育Ｄ Ｘ 推進課 
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〇こ れま での診療報酬改定によ っ て 前立腺がん、 肝細胞がん、 早期肺がんな ど に対す

る 陽子線治療等、 一部の粒子線がん治療に対し 健康保険が適用さ れた。  
 

〇陽子線を 含む粒子線がん治療は、 患者の経済的負担が大き い。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当： 健康福祉局 保健医療課  
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〇本市で は、 ア ジ ア ・ ア ジ ア パラ 競技大会の開催やリ ニ ア 中央新幹線の開業等を 見据

え て、 名古屋城を 核と し た名城エ リ ア が国内外の来訪者の期待に応え ら れる 第一級

の観光等の拠点と な る よ う 取り 組んで おり 、 尾張名古屋のシ ン ボルで ある 名古屋城

の歴史的・ 文化的な 価値を 伝え る と と も に、 その魅力を 一層高め、 後世に継承すべ

く 、 文化財の保存活用を 順次進めている 。  
 

〇戦災によ り 焼失し た天守閣は昭和３ ４ 年に再建し て いる が、 現在、 豊富な 史資料に

基づく 天守閣の木造復元について 取り 組んで いる 。 同じ く 戦災によ り 焼失し た本丸

御殿は平成３ ０ 年に上洛殿等を 公開し たほか、 金シ ャ チ 横丁の第二期整備を 進めて

いる 。  
 

〇名城公園で は、 名古屋城やア ジ ア ・ ア ジ ア パラ 競技大会の会場と な る 愛知県新体育

館（ Ｉ Ｇ ア リ ーナ） の整備に併せて、 再整備を 実施し ている 。  

〇本市で は、 約４ 千石に及ぶ本丸搦手馬出周辺石垣の修復が令和８ 年度に完了予定で

あ る ほか、 引き 続き 、 文化財の保存活用のた め「 特別史跡名古屋城跡保存活用計

画」 に基づき 、 そ の他の石垣修復、 藩主が居住し た御殿の庭園と し て は日本有数の

規模を 誇る 名勝二之丸庭園の保存整備、 重要文化財表二の門等の大規模修理や重要

文化財旧本丸御殿障壁画の保存修理を 着実に進める 必要がある 。  
 

〇復元模写さ れた障壁画の表具工事や、 愛知県新体育館の開業を 迎え 名城エ リ ア のさ

ら なる 魅力向上と にぎ わい創出のための金シ ャ チ 横丁第二期整備を 着実に進めて い

く 必要がある 。  
 

〇名城公園で は、 名古屋城と の一体感を 意識し た園路や利便性向上のための便益施設

等の再整備を 着実に進めていく 必要がある 。  
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担当： 観光文化交流局 名古屋城総合事務所 
                                                       緑政土木局 緑地事業課 
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〇本市中心部を 南北に流れる 堀川は、 堀川ま ち づく り 構想に基づき 、 「 う る おいと 活

気の都市軸・ 堀川」 の再生に向けた取組みを 進めて おり 、 都心における 水辺空間と

し て、 さ ま ざま な市民活動に利用さ れている 。  
 

〇近年で は、 気候変動によ り 全国的に水害が頻発化・ 激甚化する 中、 都心部を 流れる

堀川においても 事前防災・ 減災対策の加速化が求めら れている 。  
 

〇本市で は、 令和８ 年度にア ジ ア ・ ア ジ ア パラ 競技大会、 令和９ 年度にア ジ ア 開発銀

行年次総会が予定さ れて おり 、 堀川はこ れら の国際的イ ベン ト の会場付近や本市を

代表する 観光施設で ある 名古屋城付近を 流れる 都心の貴重な 水辺で ある こ と から 、

さ ら なる 魅力向上が期待さ れている 。  
 

〇今後、 本市への国内外から の来訪者増加が見込ま れる 中、 国際都市名古屋にある 河

川と し て 、 都心部のにぎ わいづく り や浸水対策の両面から 、 堀川の果たす役割は重

要性を 増し ている 。  

 

 

 

 

 

 

  
 

  

担当： 緑政土木局 河川計画課/河川工務課 
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〇本市で は、 渇水時も 安定し た給水サービ スが継続で き る よ う 、 長期的な 視点から 水

源の多系統化を 進め、 徳山ダムに水源を 確保し ている 。  
 

〇昨今において は、 令和４ 年５ 月の明治用水頭首工の漏水や同年９ 月の静岡市の取水

口閉塞に伴う 大規模断水な ど 、 水供給に影響を 及ぼす事象が発生し て おり 、 本市に

おいても 水道水の安定供給が求めら れている 。  
 

〇濃尾平野は日本最大の海抜ゼロ メ ート ル地帯で あり 、 木曽川流域の想定最大規模の

降雨時には、 本市の中川区及び港区を 含む広範囲に浸水被害が生じ 、 多く の被害を

も たら すこ と が懸念さ れている 。  
 

〇堀川の水質浄化は、 市民の悲願で あり 、 「 堀川１ ０ ０ ０ 人調査隊」 を 始めと する 市

民の協力、 庄内川から の導水、 ヘド ロ の浚渫な ど によ り 改善を 図っ て いる が、 国際

都市名古屋にある 川と し て、 よ り 一層の水質改善が求めら れている 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

      
 

    担当： 緑政土木局 河川計画課 
上下水道局 水道計画課 
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〇本市を 中心と する 圏域は、 も のづく り の世界的な 集積地で あり 、 わが国経済の全体

を けん引する 役割を 果たし て いる 。 こ う し た役割を 今後も 確実に果た すため、 利便

性が高く 、 災害に強い道路ネッ ト ワーク の早期整備が重要である 。  
 

〇安全で 円滑な 移動を 支え る 道路ネッ ト ワーク の形成のた め、 幹線道路や橋り ょ う の

整備、 鉄道の立体交差化な ど によ る 、 道路交通の円滑化や耐災害性強化を 図る こ と

が極めて重要であり 、 十分な財源の確保が必要不可欠である 。  
 

〇名古屋環状２ 号線及び周辺道路で の交通渋滞の緩和等を 図る た め、 ボト ルネッ ク 部     

分である 一般部の暫定２ 車線区間の４ 車線化が求めら れている 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                             担当： 住宅都市局 街路計画課 
                                   緑政土木局 道路建設課 

 

守山 SIC 



- 30 - 

〇国道２ ３ 号は、 名古屋港な ど の物流拠点と 県内のも のづく り 産業の拠点を つな ぐ 極

めて重要な 幹線道路で ある が、 十一屋・ 宝神交差点間（ 港区） において は交通量が

多いこ と に加え大型車の割合も 高く 、 慢性的な 渋滞が発生し て おり 、 早期の解消が

求めら れている 。  
 

〇国道１ 号について も 都市間交通の要と し ての役割を 担う 重要な 幹線道路で ある が、

２ 車線区間（ 緑区・ 中川区） において 渋滞が発生し て おり 、 早期の解消が求めら れ

ている 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        担当： 住宅都市局 街路計画課  
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〇名古屋港は、 コ ン テ ナ貨物、 完成自動車及びバルク 貨物を 取り 扱う 国際総合港湾で

あり 、 自動車関連産業等の中部のも のづく り 産業を 物流面で 支える 「 国際産業戦略

港湾」 と し て 物流機能の国際競争力を 強化し 、 こ の地域の産業競争力を 高める こ と

が求めら れている 。  

〇国際競争力のある 港湾の形成に向け、 貨物取扱機能を 強化する ため、 飛島ふ頭地区

のコ ン テ ナタ ーミ ナルの岸壁改良によ る 増深や耐震化が求めら れている 。  

〇港湾機能の維持・ 向上のため、 庄内川から の流入や港湾整備に伴う 浚渫土砂の処分

場と し て、 中部国際空港沖公有水面埋立事業の継続的な実施が求めら れている 。  
 

〇港湾物流の脱炭素化や次世代エ ネルギーのサプ ラ イ チ ェ ーン 構築な ど の支援を 通じ

て、 カ ーボン ニュ ート ラ ルポート の形成を 推進する こ と が求めら れている 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

担当： 住宅都市局 名港開発振興課  

  

  

R2 岸壁 

R1 岸壁 

岸壁（ 改良）  
延長３ ５ ０ ｍ×２ バース  

（ 水深１ ２ ｍ→１ ５ ｍ） （ 耐震）  

浚渫土砂処分場 
埋立土量 約３ ， ８ ０ ０ 万ｍ

3 

飛島ふ頭 

Ｒ ８ 年度要望 
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〇名古屋港と 都心を 結ぶ中川運河で は、 「 中川運河再生計画」 に基づき 、 広大な 水辺

に新た な 価値や役割を 見出し 、 う る おいや憩い、 にぎ わいを も たら す運河へ再生す

る こ と を 目指し た取組みを 進めている 。  

〇中川運河は、 整備から ９ ０ 年以上経過し て いる こ と から 、 老朽化対策と し て 護岸改

良を 実施する と と も に、 水辺のプ ロ ムナード を 整備し 、 沿岸用地へ民間のにぎ わい

施設等を 誘導する こ と によ っ て 、 官民連携によ る ウォ ーカ ブ ルで魅力ある 水辺空間

の形成を 図っ ている 。  
 

〇今後も 、 中川運河の護岸改良やプ ロ ムナード 整備を 計画的に進めて いく ためには、

安定的な財源確保が必要不可欠である 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当： 住宅都市局 名港開発振興課  

       Ｒ８年度要望 
         （ 護 岸）  

       Ｒ８年度要望 

      （ プロムナード）  

護岸整備状況 
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〇中部国際空港は、 国内外の人の交流、 産業のサプ ラ イ チ ェ ーン を 支え る 重要な 社会

イ ン フ ラ と し ての機能を 発揮し て いる 。 リ ニ ア 中央新幹線開業によ り 形成さ れる 日

本中央回廊の効果の最大限発揮、 滑走路の大規模補修への対応、 首都圏や関西圏の

空港が被災し た際の代替機能の確保など 、 空港の機能強化は必要不可欠である 。  

〇完全２ ４ 時間運用を 目的と し た 代替滑走路の令和９ 年度の供用開始に向けて 工事を

実施し て おり 、 資材価格及び人件費が高騰する 中、 事業を 着実に進展さ せる ために

十分な財政支援が必要である 。  
 

〇日本中央回廊のセン タ ーを 担う 中部圏の航空ネッ ト ワーク を 一層充実さ せる ため、

空港の受入体制強化に必要な 人材確保・ 育成、 省人化への支援など 、 ア ウト バウン

ド 及びイ ン バウン ド 双方向の利用促進に向けた航空需要拡大の取組みを 一層推進す

る 必要がある 。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

担当： 総務局 空港対策課 
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市バスに試行導入した燃料電池バス 

〇水素は、 環境課題を 解決する キーテ ク ノ ロ ジ ーと し て 、 幅広い産業分野において利

活用が期待さ れて おり 、 国は水素社会推進法に基づき 、 ２ ０ ３ ０ 年ま で の低炭素水

素等のサプ ラ イ チ ェ ーン の形成や燃料電池商用車の導入促進に対する 支援を 講ずる

こ と と し ている 。  
 
〇当地域は、 令和７ 年５ 月１ ９ 日に「 燃料電池商用車の導入促進に関する 重点地域」

と し て 選定さ れて おり 、 運輸部門における 水素利活用拡大に向け、 官民一体と な り 、

先行的な燃料電池商用車の需要創出及び周辺需要の喚起を 図っ ていく 必要がある 。  
 

〇本格的な 需要が見込ま れる ２ ０ ３ ０ 年以降の大規模な 供給体制の構築に 向けて 調

査・ 検討を 予定し て いる 当地域の事業者に対し て も 、 国によ る 新たな 支援制度の創

設等の確実・ 継続的な支援が必要である 。  
 
〇本市で は今年度、 大規模水素ス テ ーシ ョ ン の整備に向けた公有地の適地調査を 行う

と と も に、 燃料電池商用車の導入目標の設定を 予定し て いる 。 積極的な 需要創出を

行う 当地域に対し 、 「 水素ス テ ーシ ョ ン 整備費補助」 や「 既存燃料価格を 踏ま え た

追加的支援」 等、 事業者への支援策を 確実・ 継続的かつ十分に講ずる 必要がある 。  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

担当： 経済局 次世代産業振興課 
環境局 脱炭素社会推進課  

 

公用車に導入した燃料電池自動車 
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〇「 みな と ア ク ルス 」 開発事業は、 面積３ ３ haに住宅や商業施設な ど が集積する 「 人

と 環境と 地域のつな がり を 育むま ち 」 を 開発コ ン セプ ト と し 、 「 脱炭素社会の実現

に資する 持続可能で 強靱な ま ち づく り を 通し て 、 住む人、 働く 人、 訪れる 人の価値

観を 満たすスマート ラ イ フ の実現」 を 目指し ている 。  
 
○第Ⅰ期開発から 先進的で 災害に強く にぎわいのある ま ち づく り を 進めて き て おり 、

さ ら に 令和４ 年度に は国の第１ 回脱炭素先行地域と し て 選定さ れ、 地域脱炭素移

行・ 再エ ネ推進交付金を 活用し て 第Ⅱ期開発に着手し た。 第Ⅱ期開発において は、

コ ロ ナ禍やウク ラ イ ナ危機の長期化等の影響を 受け当初の申請よ り は遅れつつも 、

こ の３ 月にはラ イ ブ ハウス 型ホ ール「 ポート ベイ ス 」 が開業する な ど 、 脱炭素先行

地域を よ り 意義ある も のにする 魅力ある ま ち づく り を 着実に進めている 。  
 
○一部の事業について は、 令和５ 年度に新設さ れた「 特定地域脱炭素移行加速化交付

金」 へ移管する こ と と し 、 令和６ 年２ 月１ ３ 日付の交付要綱に基づき 、 本市は事業

計画期間を 令和６ 年度から 令和１ １ 年度と し て 交付金事業計画を 提出し 、 認めて い

ただいたと いう 認識のも と に事業を 進めている と こ ろ である 。  
 
〇令和６ 年７ 月の要綱改正によ り 事業期間の考え 方について 、 「 地域脱炭素移行・ 再

エ ネ推進交付金の交付を 先に受ける 場合は、 当該交付金に係る 交付対象事業が実施

さ れる 年度から 概ね５ 年」 と 変更さ れた が、 ２ ０ ５ ０ カ ーボン ニ ュ ート ラ ルに資す

る 脱炭素先行地域の実現のた め、 事業計画申請時の規定に基づき 事業期間が算定さ

れる べき である 。  

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

担当： 環境局 脱炭素社会推進課 
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〇本市で は「 名古屋市地球温暖化対策実行計画２ ０ ３ ０ 」 を 策定し 、 ２ ０ ３ ０ 年度の

温室効果ガス排出量を ２ ０ １ ３ 年度比で５ ２ ％削減する と いう 目標を 掲げている 。  
 

〇本市は、 小売業や宿泊業、 飲食サービ ス 業と いっ た 第３ 次産業の割合が約８ ３ ．

５ ％と 高く 、 大都市特有の商業・ サービ ス部門中心の産業構造と なっ ている 。  
 

〇部門別温室効果ガス 排出量において も 、 本市の第３ 次産業事業者（ 統計上「 業務そ

の他部門」 ） から 排出さ れる 割合は全体の２ ５ ％と 、 国の割合（ １ ６ ％） と 比較し

て 高く 、 温室効果ガス 排出量削減のた めには、 こ れら の事業者における 省エ ネルギ

ー機器の導入など 脱炭素化の取組みが不可欠である 。  
 

〇一方、 本市の事業所は９ ９ ％を 中小企業が占めて おり 、 導入コ ス ト が課題と な っ て

いる 。  

 

〇本市で は、 こ れま で 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を 活用し 、 中小企業

者に対し て 、 高効率空調設備や太陽光発電設備と いっ た省エ ネルギー・ 再エ ネルギ

ー設備等の導入補助事業によ る 脱炭素化の取組みの促進を 図っ てき た が、 脱炭素社

会の実現のた めには、 中小企業における 脱炭素化の取組みが進むよ う 、 十分かつ継

続的な財政措置が必要である 。  
 

〇国が実施する 事業者向けの省エ ネ・ 非化石転換補助事業は、 第２ 次産業や大規模事

業者が採択さ れやすい傾向にある ため、 業態や規模に関わら ず幅広い事業者が利用

し やすいも のと し 、 事業者全体の脱炭素化を 進めていく こ と が必要である 。  

 

 

 

 

 

担当： 環境局 脱炭素社会推進課 
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〇本市で は、 ス タ ート ア ッ プ によ る 新産業の創出と 当地域の産業のさ ら な る 発展のた

め、 中部経済連合会、 名古屋大学、 愛知県、 浜松市等と コ ン ソ ーシ ア ムを 組成し 、

スタ ート ア ッ プ ・ エ コ システ ムの形成を 進めている 。  
 
〇第２ 期スタ ート ア ッ プ ・ エ コ シ ス テ ム拠点都市について は、 特にグロ ーバル化に力

を 入れた取組みを 進めていく 。  

〇グロ ーバルに活躍する ス タ ート ア ッ プ を 創出する ためには、 海外から の投資を 呼び

込むと と も にスタ ート ア ッ プ の海外展開を 促進する な ど 、 ス タ ート ア ッ プ ・ エ コ シ

ス テ ムのグロ ーバル化の推進が必須で あり 、 拠点都市海外連携機能強化プ ロ グラ ム

など の国から のさ ら なる 支援の充実が必要である 。  
 
〇「 Ｊ －Ｓ ｔ ａ ｒ ｔ ｕ ｐ 地域版」 への国から の支援について は、 「 Ｊ －Ｓ ｔ ａ ｒ ｔ ｕ

ｐ 」 と 比較し 、 特に海外展開支援の分野において 優遇措置に差がある ため、 支援の

拡充が必要である 。  
 
〇「 Ｇ Ｓ Ａ Ｐ 」 や「 Ｊ －Ｓ ｔ ａ ｒ Ｘ 」 な ど のス タ ート ア ッ プ が参加で き る プ ロ グラ ム

において 、 地方のス タ ート ア ッ プ が活用し やすいプ ロ グラ ムのさ ら な る 拡充が必要

である 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当： 経済局 ス タ ート ア ッ プ 支援課 

 

スタート アッ プ支援の流れ

起業

スタ ート アッ プ・ エコ システム「 グローバル拠点都市」

地方の
スタ ート アッ プ

J-Startup
CENTRAL

J-Startup

🔶 事業成⻑ のための海外展開支援

◆グローバル化へのさ ら なる取組み

◆活用・ 参加
し やすい支援施策

国

拠点都市機能強化
プログラ ム
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〇令和２ 年７ 月に内閣府から 「 グロ ーバル拠点都市」 と し て 認定さ れた当地域で は、

本市やＴ ｏ ｎ ｇ ａ ｌ ｉ （ 東海地区の大学によ る 起業家育成プ ロ ジ ェ ク ト ） が連携し 、

文部科学省の「 大学発新産業創出プ ロ グラ ム（ Ｓ Ｔ Ａ Ｒ Ｔ ） 」 を 活用し な がら 、 学

校教育にも そ の取組みを 広げる な ど 、 若い世代への成長段階に応じ た ア ン ト レ プ レ

ナーシッ プ 教育を 進めている 。  
 

〇ス タ ート ア ッ プ 創出の抜本的拡大に向けて 、 その基盤と な る 人材の量や多様性を 増

やすた めには、 若い世代へのア ン ト レ プ レ ナーシ ッ プ 教育が重要で ある こ と に加え、

成長を 支え る 保護者や社会全体にその認知や必要性に対する 理解を 浸透さ せて いく

必要がある 。  

〇「 グロ ーバル拠点都市」 で ある 当地域を あげて 、 小学生から 大学生ま で の全て の成

長段階において切れ目のな いア ン ト レ プ レ ナーシ ッ プ 教育を 継続的に推進する と と

も に、 学校教育へのさ ら な る 展開など 、 こ れま で の取組みを 面的な 取組みへと 発展

さ せる ため、 「 大学発新産業創出プ ロ グラ ム（ Ｓ Ｔ Ａ Ｒ Ｔ ） 」 の継続・ 拡充な ど 、

さ ら なる 支援の充実が必要である 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当： 経済局 ス タ ート ア ッ プ 支援課 

 

  



 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


